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本⽇の研修内容

１ 講師挨拶

２ 近年の税務調査の動向

３ 所得税・法人税・相続税のトピックス （報道発表など

４ 税務当局の今事務年度の方向性（開示請求による会議資料など）

５ 消費税の留意事項

６ 国際関連の留意事項

７ 不安定な為替動向で気をつけたいこと

８ 加算税で気を付けたいこと

９ 税務行政ＤＸ（選定について）

10 税理士として気を付けたいこと、事前の防衛策

11 おわりに

PHOTO ACより
日本橋
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講師プロフィール

平成４年６月 税務署 個人課税部門（所得税等調査担当）

平成11年７月 国税局 総務部情報処理部門(SE) 主任

平成19年７月 税務署 法人課税部門（審理指導担当） 国税調査官

平成21年７月 国税局 徴収部管理運営課 国税実査官

平成23年７月 税務署 管理運営部門 チーフ上席

平成25年７月 国税局 資料調査三課(公益法人等調査担当) 国税実査官

平成26年７月 国税局 調査第四部(連結法人調査担当) 国税調査官

平成26年10月 国税労働組合総連合 副執行委員長

平成28年10月 国税局 調査第四部(大規模法人調査担当) 主査

平成30年７月 国税局 調査第四部(海外取引等調査担当) 国際税務専門官

令和元年７月 国税局 調査第三部(移転価格等調査担当) 国際税務専門官

令和２年７月 国税局 調査第一部主任国際情報審理官付(ＡＰＡ担当) 国際税務専門官

令和４年７月 税務署 法人課税部門（海外取引・移転価格調査担当） 国際税務専門官

令和６年６月 退職（令和6年８月税理士登録）
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近年の税務調査の動向①所得税 (平成30事務年度と令和５事務年度を⽐較)
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アフターコロナ、調査件数はコロナ禍前に注目は「簡易な接触」
※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。
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近年の税務調査の動向①所得税 (東京局の平成30事務年度と令和５事務年度を⽐較)

アフターコロナ、調査件数はコロナ禍前に注目は「簡易な接触」

5
※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。
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近年の税務調査の動向①所得税 (簡易な接触とは)
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※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。

R6.8.5全管特別国税調査官(所得税等担
当)及び個人課税部門統括国税調査官会
議資料１(別冊)「参考資料」42ページ
より

行政指導は、原則として、文書照会また
は電話により実施することとし、来署依
頼による行政指導は、納税者にとって調
査と混同され易いことから実施しない。
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近年の税務調査の動向①所得税 (東京局の平成30と令和５事務年度「富裕層」対象調査を⽐較)

調査件数は減

申告漏れ額up↑
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※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。
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近年の税務調査の動向②法⼈税 (東京局の平成30事務年度と令和５事務年度を⽐較)
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4,752億円

831億円

988億円
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※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。



近年の税務調査の動向②法⼈税 (⾏政指導(簡易な接触))
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R6.7.30全管特別国税調査官(法人税等・源泉所得税
担当)及び法人課税部門統括国税調査官等会議資料
「資料２令和５事務年度の法人税等及び源泉所得税
の事務事績表28ページ」より

taytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytay2024112220241122ShinjukuShinjukuShinjukutaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytayt

taytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytay2025012120250121NihonbashiNihonbashitaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytayt

※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。



対前事務年度比

①
件

3,348
件

3,403
件

1,883
件

2,006
％

106.5

②
件

2,659
件

2,902
件

1,613
件

1,634
％

101.3

③
％

79.4
％

85.3
％

85.7
％

81.5
ポイント

▲ 4.2

④
件

262
件

376
件

234
件

202
％

86.3

⑤
％

9.9
％

13.0
％

14.5
％

12.4
ポイント

▲2.1

⑥
億円

904
億円

958
億円

728
億円

729
％

100.1

⑦
億円

121
億円

130
億円

92
億円

71
％

76.7

⑧
本税 億円

192
億円

188
億円

194
億円

191
％

98.5

⑨
加算税 億円

29
億円

27
億円

28
億円

27
％

94.4

⑩
合計 億円

221
億円

216
億円

222
億円

217
％

97.9

⑪

申告漏れ課税
価格
（⑥／①）

万円

2,699
万円

2,816
万円

3,866
万円

3,634
％

94.0

⑫

追徴税額
（⑩／①） 万円

659
万円

633
万円

1,178
万円

1,083
％

91.9

令和５事務年度令和４事務年度

（注）
申告漏れ課税価格

⑥のうち
重加算税賦課対象

追
徴
税
額

実
地
調
査
件
数

１
件
当
た
り

(注)  「申告漏れ課税価格」は、申告漏れ相続財産額（相続時精算課税適用財産を含む。）から、被相続人の債務・葬式費用
の額(調査による増減分)を控除し、相続開始前３年以内の被相続人から法定相続人等への生前贈与財産額(調査による増減
分)を加えたものである。よって、「Ⅲ  参考計表」の「１  申告漏れ相続財産の金額の推移」の金額

実地調査件数

申告漏れ等の非違件
数

非違割合 (②／①）

重加算税賦課件数

重加算税賦課割合
（④／②）

➢  相続税の調査事績

項 目

事務年度等
平成29事務年度 平成30事務年度

近年の税務調査の動向③相続税 (東京局の平成30事務年度と令和５事務年度を⽐較)

調査件数は,コロナ前
に戻り切っていない。

追徴税額は,コロナ前
と遜色ない
1件当たりの課税漏れ
価格に変化あり！！
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※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。



近年の税務調査の動向③相続税 (東京局の平成30事務年度と令和５事務年度簡易接触を⽐較)
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97.4億

1.7億

17.5億

簡易な接触とは？
実地調査を適切に実施する一方、文書、
電話による連絡又は来署依頼による面
接により申告漏れ、計算誤り等がある
申告を是正するなどの接触（以下「簡
易な接触」といいます。）の手法も効
果的・効率的に活用し、適正・公平な
課税の確保に努めています。

調査件数、申告漏れ課税価格
は,コロナ前の倍以上！！
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※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。



近年の税務調査の動向③相続税 (令和５事務年度海外資産関連事案に対する資料)
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※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。



近年の税務調査の動向 総括

・所得税
調査件数は、コロナ前以上の件数となっているが、簡易な接触によるものが増加している。
富裕層といわれるクライアントには注意が必要
※ 「富裕層」とは、有価証券・不動産等の大口所有者、経常的な所得が特に高額な個人

海外投資等を積極的に行っている個人などに対して、資産運用の多様化・国際化が進ん
でいることを念頭に積極的に調査が行われている。

・法人税
調査件数はコロナ前の件数に至っておらず、調査による所得金額は低い。
不正所得は増えているため、海外に何か資産はないか確認
1件当たりの追徴税額は、大幅な増加傾向にある。
所得拡大促進税制など、税額控除の要件や基準期間(前年数値など)の転記誤りなど注意

・相続税
申告漏れは、①財産(現金・預貯金・保険・海外財産など)の漏れ②財産評価過少が思料される
1回100万円を超える海外への送金、海外からの入金は外国為替取扱銀行から税務署に連絡
(支払調書)が入ることは必ずクライアントに伝えておくこと
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※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。



所得税・法人税・相続税のトピックス①

日本経済新聞2024.3.22より

日本経済新聞2020.12.19より
14

taytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytay2025012120250121NihonbashiNihonbashitaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytayt



所得税・法人税・相続税のトピックス②

日本経済新聞2024.2.9より

日本経済新聞2024.9.30より
15

taytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytay2025012120250121NihonbashiNihonbashitaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytaytayt



税務当局の方向性（会議資料など）

R6.5.28/29 全国国税局課税(第一・第二)部長(次長)会議より
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税務当局の方向性（会議資料など）

R6.5.28/29 全国国税局課税(第一・第二)部長(次長)会議より 17
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※本資料の転載、複製、改変は禁止いたします。



税務当局の方向性（事務運営の指示：【例】資産課税）
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R6.8.1全管特別国税調査官(資産税担当)及び資産課税
部門統括国税調査官会議資料「令和６事務年度の資産
課税部門における事務運営」３ページより
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税務当局の方向性（調査事案の管理方法：【例】法人課税）

19

R6.7.30全管特別国税調査官(法人税
等・源泉所得税担当)及び法人課税部門
統括国税調査官等会議資料「分科会資
料(調査事務運営に関するマネジメント
のポイント」２ページより

調査事案の進捗が遅いと
思ったら・・・

担当者に「どのような処理
の方向性が指示されている
か」聞くことも選択肢の一
つ
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税務当局の方向性（調査事案の管理方法：【例】法人課税）
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R6.7.30全管特別国税調査官(法人税
等・源泉所得税担当)及び法人課税部門
統括国税調査官等会議資料１「法人課
税部門の事務運営」59ページより

ダウンロードの求めに対して
・優良な電子帳簿については・・
・調査開始起算日は？
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税務当局の方向性（調査事案の管理方法：【例】法人課税）
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R6.7.30全管特別国税調査官(法人税
等・源泉所得税担当)及び法人課税部門
統括国税調査官等会議資料１「法人課
税部門の事務運営」61ページより
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税務当局の方向性（提出された申告書のどこをチェックされるか【例】法人課税）
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R6.8.5審理専門官・審理担当官(法人税等担
当)事務打合せ会資料「申告書審理の留意点」
1,2ページより
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日本経済新聞2022.11.7より

消費税の留意事項不正還付防止に対する国税当局の組織的な対応
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私の拙い経験則のお話
消費税の留意事項（会議資料など）

R6.7.25「消費税不正還付対策本部資料」より
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私の拙い経験則のお話

R6.7.25「消費税不正還付対策本部資料」より
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消費税の留意事項（会議資料など）
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R6.7.25「消費税不正還付対策本部資料」より
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東京局
法人課税

令和５事務年度
法人税等の調査
事績の概要
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観光庁HP
都道府県別消費税免税店数
（2024年3月31日現在）
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消費税の留意事項 消費税不正還付事例

1

1

2
2

免税取引
消費税 ０

課税取引
消費税 500

申告

1 2ー

仕入税額控除 500
消費税 ▲500

報道発表資料「令和２事務年度 法人税等の調査事績の概要」より
29
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消費税の留意事項 消費税不正還付事例

「国税庁レポート2024」より

輸出物品販売場制度の見直し
多額・多量の免税購入物品が国外に持ち出され

ず国内での横流しが疑われる事例が多発し、出国
時に免税購入物品を所持していない外国人旅行者
を捕捉し即時徴収を試みても、その多くが滞納と
なるなど、輸出物品販売場制度の不正利用は看過
できない状況となっています。

このような実態を踏まえ、令和６年度税制改正
大綱（令和５（2023）年12月22日閣議決定）
において、「免税販売の要件として、新たに政府
の免税販売管理システムを通じて取得した税関確
認情報（仮称）の保存を求める」こととされ、こ
れにより、出国時に税関において免税購入物品の
持ち出しが確認された場合に免税販売が成立する
制度へ見直す方向性が明示されました。

なお、具体的な制度の詳細については、令和７
年度税制改正において結論を得ることとされてい
ます。
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令和6事務年度
局長引継ぎ文書
「消費税不正還付への対応」より
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令和6年8月5日開催
審理専門官及び審理担当官（法人税
等担当)事務打合せ会資料
資料５「審理専門官(消費税不正還付
事案担当)」の運営方針2頁
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33

消費税
特別調査部門 特別調査情報官

消費税専門官
（調査支援）

消費税専門官
（還付審査）

審理専門官
（不正還付）

署 総人数

令和6事務年度
局長引継ぎ文書
「消費税不正還付への対応」より
作者一部加工
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全管特別国税調査官(法人税等・源泉
所得税担当)及び法人課税部門統括国
税調査官等会議資料
資料１「法人課税部門の事務運営｝」
35頁
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令和6年8月5日開催
審理専門官及び審理担当官（法人税
等担当)事務打合せ会資料
資料５「審理専門官(消費税不正還付
事案担当)」の運営方針５頁
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国税庁HP令和6年11月更新
消費税還付申告に関する国税当局の
対応について
https://www.nta.go.jp/publicatio
n/pamph/pdf/0022001-098.pdf

国税通則法第56条
国税局長、税務署長又は

税関長は、還付金又は国税
に係る過誤納金があるとき
は、遅滞なく、金銭で還付
しなければならない。

行政指導の名のもと、進行年分に
対する「証拠書類の提出」におけ
る関連資料について、場合によっ
ては調査になっていないか？

「調査宣言を行ってください。」
などの対応も必要か。
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国際関連の留意事項

日本経済新聞 2019.7.3より

海外口座情報が効果発揮、相続税申告漏れを指摘も

国際的な脱税や租税回避を防ぐために約100カ国・地域の税務当局が金融口座の情報交換を行う新制度が効果を示し
始めた。日本居住者が海外に保有する口座情報の蓄積が進み、国税当局はこれをもとにした税務調査に取り組む。新制
度を活用し、海外資産がからむ相続税の申告漏れを指摘した事例も出ている。

新制度はCRS (Common Reporting Standard＝共通報告基準）。各国の税務当局が金融機関に、国外に住む顧客（非
居住者）の口座情報を報告させ、年1回、参加国間で情報交換する。

経済協力開発機構(0ECD)で策定された。日本は2018年から参加し、同年秋に日本居住者が海外に持つロ座情報約55万
件を入手した。交換で得られる情報は顧客の氏名、住所、口座残高、利子・配当の年間受取総額などだ。

国税庁は2日までに、CRSで得られた情報を端緒として、親族から遺産を相続した女性の約4千万円の相続税申告漏れ
を指摘したことを初めて明らかにした。女性は相続に際して、親族に海外資産があることを知らないまま相続税を申告。
東京国税局はCRSで得た海外の口座情報をもとに税務調査を実施した。親族が海外に預金と不動産を持っていることが
分かり、同国税局は申告濶れを指摘し、約2千万円を追徴課税した。
これまでも、国税当局は海外と運携し一定の成果は上げてきた。ただ、CRSの威力は「自動的、電子的、義務的であ

ることがこれまでと大きく違う」（国税庁）という。毎年、各国から居く膨大な量の金融口座情報は国税当扇にとって、
まさに「宝の山」となる。

関係者によると、他にもCRS情報を端緒とした複数の税務調査に着手しているとみられる。ある国税局幹部は
「現在は調査先を選定している段階。本格的な調査は今年の7月以降になるだろう」と話した。
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国際関連の留意事項

【報道発表資料】令和６年１月
「国税庁令和４事務年度 租税条約等
に基づく情報交換事績の概要」
より
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【報道発表資料】令和６年１月
「国税庁令和４事務年度 租税条約等
に基づく情報交換事績の概要」
より
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国際関連の留意事項

【報道発表資料】令和６年１月
「国税庁令和４事務年度 租税条約等
に基づく情報交換事績の概要」
より
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不安定な為替動向で気を付けたいこと

外貨預け入れ

１０万ドル分⼝座へ
レート︓預⼊時1ドル＝１０５円
※ 1,050万円分

米国株購入

１０万ドル分⽶国株へ

米国株10万⇒９万ドル

損切り ・・売却
９万ドル分外貨へ

外貨口座

９万ドル分⼝座へ
レート︓預⼊時1ドル＝150円
※ 1,350万円分
円ベースだと300万円の譲渡益

近年、値幅制限もなく配当
回数も多い米国株が人気
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加算税で気を付けたいこと

近年の加算税制度等の改正

・期限内納付があった場合の無申告加算税等の不適用制度の創設
・国外財産調書制度等の見直し(国外財産の取得等に係る書類を納税者が
提示・提出しない場合は加算税を加重)

・無申告加算税の割合の引上げ（ 一律 15％ ⇒ 15％・20％） ・利子税・還付加算金等の割合の引下げ(貸出約定平均金利＋0.5%)

平成 22 年
・脱税に係る法定刑の引上げ等（5 年⇒10 年、500 万円⇒1,000 万
円）

平成 23 年
・「故意の申告書不提出によるほ脱犯」及び「消費税の不正受還付罪
の未遂罪」の創設

・国外財産調書制度の創設（合計  5,000 万円超の国外財産を有する居
住者）

・帳簿の不保存・記帳不備に係る過少申告加算税等の加重措置の整備

①加算税の軽減措置 提出された調書に記載された国外財産に係る所得
税・相続税の申告漏れが生じたときは、加算税を軽減 (▲５％)
②加算税の加重措置 調書の提出がないとき又は提出された調書に記載の
ない国外財産に係る所得税・相続税の申告漏れが生じたときは、加算税
を加重（＋５％）

・証拠書類のない簿外経費への対応
所得税、法人税及び消費税の税務調査において、帳簿（対象範囲：一定
の売上に係る帳簿）の提出の求めがあった場合において、次のいずれか
に該当するときは、通常課される過少申告加算税・無申告加算税の割合
に、10％加重（下記②については、５％加重）する。
①不記帳・不保存であった場合（提出をしなかった場合）
②提出された帳簿について、収入金額の記載が不十分である場合（記載
が著しく不十分である場合は①と同じ）
※納税者の責めに帰すべき事由がない場合（災害等の場合）は上記の措
置は適用しない。

・延滞税等の見直し（特例基準割合を「公定歩合＋４％」⇒ ・高額な無申告に対する無申告加算税の割合の引上げ

「貸出約定平均金利＋１％」に変更） ・連年無申告に対する無申告加算税等の加重措置の整備

・財産債務調書制度の創設（ 財産債務明細書を改組）

財産債務調書に記載をした財産若しくは債務に係る所得税等又は財産に
対する相続税の申告漏れが生じたときであっても、その財産若しくは債
務に関する申告漏れに係る部分の過少申告加算税等について、５％軽減
されるという制度

・更正の請求に係る隠蔽・仮装行為に対する重加算税制度の整備

平成 28 年
・加算税制度の見直し（ 調査通知後における加算税の見直し、繰り返
し無申告等の加重措置の導入）

(従前、申告後に隠蔽・仮装したところに基づき「更正請求書」を提出し
た場合であったとしても、重加算税を賦課することができない)

令和３年
・電子帳簿等保存制度の見直し(承認制度の廃止、保存要件の抜本的見直
し、優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置の創設、電子取引
の電子保存義務化等)

令和５年

令和６年

財務省HP「納税環境整備に向けた主な施策」をもとに作成（https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/tins/n04_11.pdf）

平成 24 年 令和４年

平成 25 年

平成 27 年

平成 18 年 令和2年
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財務省HP「加算税の概要」より
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/tins/n04_3.pdf
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○「調査通知」とは、
①実地の調査を行う旨、
②調査の対象となる税目、
③調査の対象となる期間
の３項目の通知をいいます。
○調査通知前、かつ、更正等予知前の修正

申告等については、今回の見直し後におい
ても引き続き、過少申告加算税は課されま
せん（無申告加算税が課される場合の加算
税割合は５％です。）。
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財務省HP「令和５年度税制
改正の解説」より
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財務省HP「令和

５年度税制改正
の解説」より
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国税通則法
（過少申告加算税）
第65条 期限内申告書（還付請求申告書を含む。第3項において同じ。）が提出された場合（期限後申告書が提出された場合において、次条第1項ただし書又は第7項の規定の適用がある
ときを含む。）において、修正申告書の提出又は更正があつたときは、当該納税者に対し、その修正申告又は更正に基づき第35条第2項（期限後申告等による納付）の規定により納付すべ
き税額に百分の十の割合（修正申告書の提出が、その申告に係る国税についての調査があつたことにより当該国税について更正があるべきことを予知してされたものでないときは、百分の
五の割合）を乗じて計算した金額に相当する過少申告加算税を課する。

２ 前項の規定に該当する場合（第5項の規定の適用がある場合を除く。）において、前項に規定する納付すべき税額（同項の修正申告又は更正前に当該修正申告又は更正に係る国税につ
いて修正申告書の提出又は更正があつたときは、その国税に係る累積増差税額を加算した金額）がその国税に係る期限内申告税額に相当する金額と50万円とのいずれか多い金額を超える
ときは、同項の過少申告加算税の額は、同項の規定にかかわらず、同項の規定により計算した金額に、その超える部分に相当する税額（同項に規定する納付すべき税額が当該超える部分に
相当する税額に満たないときは、当該納付すべき税額）に百分の五の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。

３ 前項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 累積増差税額 第1項の修正申告又は更正前にされたその国税についての修正申告書の提出又は更正に基づき第35条第2項の規定により納付すべき税額の合計額（当該国税について、
当該納付すべき税額を減少させる更正又は更正に係る不服申立て若しくは訴えについての決定、裁決若しくは判決による原処分の異動があつたときはこれらにより減少した部分の税額に相
当する金額を控除した金額とし、次項の規定の適用があつたときは同項の規定により控除すべきであつた金額を控除した金額とする。）

二 期限内申告税額 期限内申告書（次条第1項ただし書又は第7項の規定の適用がある場合には、期限後申告書を含む。次項第2号において同じ。）の提出に基づき第35条第1項又は第2
項の規定により納付すべき税額（これらの申告書に係る国税について、次に掲げる金額があるときは当該金額を加算した金額とし、所得税、法人税、地方法人税、相続税又は消費税に係る
これらの申告書に記載された還付金の額に相当する税額があるときは当該税額を控除した金額とする。）

イ～ホ 省略

４ 次の各号に掲げる場合には、第1項又は第2項に規定する納付すべき税額から当該各号に定める税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除して、これらの項の規定を適
用する。

一 第1項又は第2項に規定する納付すべき税額の計算の基礎となつた事実のうちにその修正申告又は更正前の税額（還付金の額に相当する税額を含む。）の計算の基礎とされていなかつ
たことについて正当な理由があると認められるものがある場合 その正当な理由があると認められる事実に基づく税額

二 第1項の修正申告又は更正前に当該修正申告又は更正に係る国税について期限内申告書の提出により納付すべき税額を減少させる更正その他これに類するものとして政令で定める更正
（更正の請求に基づく更正を除く。）があつた場合 当該期限内申告書に係る税額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの税額

５ 第1項の規定は、修正申告書の提出が、その申告に係る国税についての調査があつたことにより当該国税について更正があるべきことを予知してされたものでない場合において、その
申告に係る国税についての調査に係る第74条の9第1項第4号及び第5号（納税義務者に対する調査の事前通知等）に掲げる事項その他政令で定める事項の通知（次条第6項において「調査
通知」という。）がある前に行われたものであるときは、適用しない。
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過少申告加算税の計算
事例1
当該修正申告または更正の前に、修正申告または更正がない場合

ロ
１ （ ） — （ ） ＝ 加重対象部分

２ イ × １０％ ＋ ロ × ５％ ＝ 過少申告加算税の額

事例２
当該修正申告または更正の前に、修正申告または更正（増額）があった場合

ロ
１ （ ）＋ （※ 累積増差税額） — （ ） ＝ 加重対象部分

２ イ × １０％ ＋ ロ × ５％ ＝ 過少申告加算税の額

※ 累積増差税額 既に行った修正申告または更正があった場合のその納付すべき税額の合計額

期限内申告税額または50万
円のうち多い方の額

イ
この修正申告または更正
により納付すべき税額

期限内申告税額または50万
円のうち多い方の額

イ
この修正申告または更正
により納付すべき税額
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私の拙い経験則のお話

R6.9.12～13 全国国税局長会議資料より

税務行政ＤＸ（選定について）
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私の拙い経験則のお話

R6.9.12～13 全国国税局長会議資料より
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税務行政ＤＸ（選定について）

税務⾏政のデジタル・トランスフォーメーション－税務⾏政の将来像 ２０２３
令和５年６⽉２３⽇ 53
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税務行政ＤＸ（選定について） この記事は職員が驚きました︕

日本経済新聞2023.11.30より
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税務⾏政のデジタル・トランスフォーメーション－税務⾏政の将来像 ２０２３令和５年６⽉２３⽇ 55
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税務⾏政のデジタル・トランスフォーメーション－税務⾏政の将来像 ２０２３令和５年６⽉２３⽇

KSK2
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税務⾏政のＤＸによる税務調査への影響

税務⾏政のデジタル・トランスフォーメーション－税務⾏政の将来像 ２０２３令和５年６⽉２３⽇ 57
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税務行政ＤＸ（選定について） AIを活⽤した調査選定の仕組み

週刊T&Amaster No.1039(2024.8.12)特集
東京局 R６事務年度,資産税調査の方向性
Python版RINの導入

相続税選定支援ツール「RIN」
について従前のTableauからPythonへ

Python(パイソン） Tableau(タブロー)

操作感 △ ◎

可視化
美しい可視化

データクレンジング
(不適切データを補正)

美しい可視化
ドラッグ＆ドロップなど

直感的操作

分析
複雑な統計分析

機械学習
基本的な統計分析
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R6.7.30全管特別国税調査官(法人税等・
源泉所得税担当)及び法人課税部門統括
国税調査官等会議資料「資料１法人課税
部門の事務運営」５ページより
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税務行政ＤＸ（選定について） AIを活⽤した調査選定の仕組み 例)RIN

R6.8.1全管特別国税調査官(資産税担当)及び資産課税
部門統括国税調査官会議資料「資料２令和６事務年度
の資産課税部門における事務運営」23ページより
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税務行政ＤＸ（選定について） 税務調査のプロセス⾃動化・効率化

準備調査につながります。
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税理士として気を付けたいこと、事前の防衛策

〇 クライアントとコミュニケーションをとる
・ コロナ禍で補助金を取得、改めて制度確認 ⇒ 圧縮記帳等ないか
・ 賃上げ促進税制 ⇒ 前年の賃金額に変動はないか
・ 海外にある資産関係は把握しているか など

参考 法人税ですが

申告書作成上の留意点 「申告書の自主点検と税務上の自主監査」
に関する情報（調査課所管法人の皆様へ）
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